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令和２年７月２９日 

 

超党派農業用ため池対策促進議員協議会 

  



 

 

 

要 請 書 

 

 

 農業用ため池は全国に約 16 万箇所存在し、農業生産に不可欠な農業用

水の確保はもとより、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等

に寄与する施設として、重要な役割を果たしてきた。 

 

 他方、多くの農業用ため池は江戸時代以前に築造されており、劣化が進

行している施設や安全基準を備えていない施設は、大規模な地震や豪雨に

襲われると、国民の生命や財産に対し、平成 30 年７月豪雨で生じたよう

な甚大な影響を及ぼしかねない。 

 

 このような状況の中、政府は、決壊により人的被害を及ぼすおそれのあ

る防災重点農業用ため池の判定基準を見直し、その数は１万１千箇所から

６万４千箇所に大幅増加した。全国からは、この防災重点農業用ため池の

防災・減災対策を推進するための強力な財政支援や技術支援が必要との声

が殺到している。 

  

 これらの声を受け、「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に

関する特別措置法」は、超党派の国会議員で構成する本協議会での検討を

経て、先の通常国会において、全会一致で可決・成立したところである。 

 

 本法律は、その効力が 10 か年の時限立法であることから、この期間に

防災工事等を集中的かつ計画的に推進するため、速やかに、農林水産大臣

が基本指針を策定し、これに基づき、都道府県知事が防災重点農業用ため

池の指定及び推進計画の策定を行う必要がある。 

 

 本協議会では、協議会での議論に加え、地方自治体、農業・農村関係者、

農業用ため池について知見を有する者からヒアリングも行い、基本指針に

盛り込むべき下記事項を取りまとめた。これを十分に踏まえ基本指針を策

定するよう、農林水産大臣に要請する。 

  



 

記 

 

 

一 ため池工事特措法第７条及び第８条の規定に基づき、防災重点農業用ため池に係る防

災工事等の集中的かつ計画的な推進を図るため、防災工事等を行う事業及び技術的な指

導等に要する費用について、必要な財政上の措置を十分に講じるとともに、地方財政措

置についても、特別の配慮を行うこと。 

 

二 衆議院農林水産委員会における決議及び参議院農林水産委員会における附帯決議のと

おり、防災工事等の実施に当たっては、生物の多様性の確保をはじめとする自然環境の

保全、良好な景観の確保、文化の伝承等に配慮しなければならない旨を明記すること。

また、環境との調和への配慮については、防災重点農業用ため池に生育・生息する絶滅

危惧種などの状況を把握するとともに、配慮の方法を具体的に明記すること。 

 

三  地震・豪雨耐性評価を優先的に実施すべき防災重点農業用ため池の基準を定めるに当

たっては、都道府県が、農業用ため池の下流に位置する住居数等の地域の実情に応じて

適切かつ柔軟に対応できるよう、都道府県知事による特認事項を設けること。 

 

四  劣化状況評価又は地震・豪雨耐性評価については、地質調査等の結果をもとに、適切

に安全性を確認するとともに、防災工事が必要と判断された防災重点農業用ため池につ

いては、スケジュールを明らかにして、確実に防災工事を実施すること。また、防災工

事の優先度は、貯水量、浸水区域内の住宅数及び施設の重要度を踏まえたものとするこ

と。さらに、経過観察が必要な場合は、観察すべき内容を明らかにし、劣化の進行に伴

う決壊が生じないよう努めること。 

 

五  廃止工事の実施に当たっては、当該ため池が有する農業用水の貯水機能や一時貯留機

能を十分勘案し、必要に応じて、代替水源の確保を行うとともに、洪水の一時貯留機能

に配慮する計画とすること。また、ため池が絶滅危惧種等にとって貴重な生息場所とな

っていることにも十分に配慮し、廃止の検討を行うこと。 

 

六 防災工事等の実施に当たっては、都道府県、市町村、土地改良事業団体連合会等の関

係者が日頃から情報共有を行い、非常時の役割分担等を円滑に決定できるよう、地域の

実情に応じて、関係者が参画した協議会を設置すること。 

 

七 防災工事等の集中的かつ計画的な推進を図るため、都道府県、市町村、土地改良事業

団体連合会等は、専門技術者を確保・育成するとともに、一部都道府県で取り組まれて

いる技術支援を行うサポートセンターの設置を推進すること。 

 

八 農家の高齢化に伴い管理組織が弱体化している現状を踏まえ、防災重点農業用ため池

の管理・監視体制の強化のため、ＩＣＴを含む先進技術の導入を図ること。 



 

超党派農業用ため池対策促進議員協議会 
 

 

衆議院議員 

 

石 川 香 織 

大 串 博 志 

大 野 敬 太 郎 

奥 野 総 一 郎 

加 藤  寛 治 

神 谷  裕 

亀 井 亜 紀 子 

小 林 史 明 

近 藤 和 也 

佐 々 木 隆 博 

佐 藤 英 道 

齋 藤  健 

篠 原  孝 

鈴 木 憲 和 

田 村 貴 昭 

武 部  新 

谷  公 一 

玉 木 雄 一 郎 

津 村 啓 介 

西 岡 秀 子 

西 田 昭 二 

濱 村  進 

広 田  一 

藤 井 比 早 之 

三 ツ 林 裕 巳 

宮 腰 光 寛 

武 藤 容 治 

森  夏 枝 

横 光 克 彦 

吉 田 統 彦 

 

 

 

  参議院議員 

 

石 井 正 弘 

石 井 苗 子 

石 垣 の り こ 

上 田 清 司 

嘉 田 由 紀 子 

川 田 龍 平 

小 林 正 夫 

塩 村 あ や か 

進 藤 金 日 子 

田 名 部 匡 代 

谷 合 正 明 

堂 故  茂 

徳 永 エ リ 

野 村 哲 郎 

平 山 佐 知 子 

舟 山 康 江 

宮 崎 雅 夫 

宮 沢 由 佳 

森 本 真 治 

矢 倉 克 夫 

山 田 修 路 

吉 田 忠 智 

 


